
戦後７０年の安倍談話―何のために出したのか 

朝日新聞 2015 年 8 月 15 日（土） 

 

 いったい何のための、誰のための談話なのか。 

 

 安倍首相の談話は、戦後７０年の歴史総括として、極めて不十分な内容だった。 

 

 侵略や植民地支配。反省とおわび。安倍談話には確かに、国際的にも注目されたいくつ

かのキーワードは盛り込まれた。 

 

 しかし、日本が侵略し、植民地支配をしたという主語はぼかされた。反省やおわびは歴

代内閣が表明したとして間接的に触れられた。 

 

 この談話は出す必要がなかった。いや、出すべきではなかった。改めて強くそう思う。 

 

■「村山」以前に後退 

 

 談話全体を通じて感じられるのは、自らや支持者の歴史観と、事実の重みとの折り合い

に苦心した妥協の産物であるということだ。 

 

 日本政府の歴史認識として定着してきた戦後５０年の村山談話の最大の特徴は、かつて

の日本の行為を侵略だと認め、その反省とアジアの諸国民へのおわびを、率直に語ったこ

とだ。 

 

 一方、安倍談話で侵略に言及したのは次のくだりだ。 

 

 「事変、侵略、戦争。いかなる武力の威嚇や行使も、国際紛争を解決する手段としては、

もう二度と用いてはならない」 

 

 それ自体、もちろん間違いではない。しかし、首相自身が引き継ぐという村山談話の内

容から明らかに後退している。 

 

 日本の大陸への侵略については、首相の私的懇談会も報告書に明記していた。侵略とは

言わなくても「侵略的事実を否定できない」などと認めてきた村山談話以前の自民党首相

の表現からも後退している。 

 

 おわびについても同様だ。 

 

 首相は「私たちの子や孫に、謝罪を続ける宿命を背負わせてはなりません」と述べた。 

 

 確かに、国民の中にはいつまでわび続ければよいのかという感情がある。他方、中国や

韓国が謝罪を求め続けることにもわけがある。 



 

 政府として反省や謝罪を示しても、閣僚らがそれを疑わせる発言を繰り返す。靖国神社

に首相らが参拝する。信頼を損ねる原因を日本から作ってきた。 

 

■目を疑う迷走ぶり 

 

 謝罪を続けたくないなら、国際社会から偏った歴史認識をもっていると疑われている安

倍氏がここで潔く謝罪し、国民とアジア諸国民との間に横たわる負の連鎖を断ち切る――。

こんな決断はできなかったのか。 

 

 それにしても、談話発表に至る過程で見せつけられたのは、目を疑うような政権の二転

三転ぶりだった。 

 

 安倍氏は首相に再登板した直後から「２１世紀にふさわしい未来志向の談話を発表した

い」と表明。村山談話の歴史認識を塗り替える狙いを示唆してきた。 

 

 そんな首相の姿勢に中国や韓国だけでなく、米国も懸念を深め、首相はいったんは閣議

決定せずに個人的談話の色彩を強めることに傾く。 

 

 それでは公式な政府見解にならないと反発した首相側近や、公明党からも異論が出て、

再び閣議決定する方針に。節目の談話の扱いに全くふさわしくない悲惨な迷走ぶりである。 

 

 この間、国内のみならず欧米の学者も過ちの「偏見なき清算」を呼びかけた。世論調査

でも過半数が「侵略」などを盛り込むべきだとの民意を示した。 

 

 そもそも閣議決定をしようがしまいが、首相の談話が「個人的な談話」で済むはずがな

い。日本国民の総意を踏まえた歴史認識だと国際社会で受け取られることは避けられない。 

 

 それを私物化しようとした迷走の果てに、侵略の責任も、おわびの意思もあいまいな談

話を出す体たらくである。 

 

■政治の本末転倒 

 

 国会での数の力を背景に強引に押し通そうとしても、多くの国民と国際社会が共有して

いる当たり前の歴史認識を覆す無理が通るはずがない。 

 

 首相は未来志向を強調してきたが、現在と未来をより良く生きるためには過去のけじめ

は欠かせない。その意味で、解決が迫られているのに、いまだ残された問題はまだまだあ

る。 

 

 最たるものは靖国神社と戦没者追悼の問題である。安倍首相が１３年末以来参拝してい

ないため外交的な摩擦は落ち着いているが、首相が再び参拝すれば、たちまち再燃する。

それなのに、この問題に何らかの解決策を見いだそうという政治の動きは極めて乏しい。 



 

 慰安婦問題は解決に向けた政治的合意が得られず、国交がない北朝鮮による拉致問題も

進展しない。ロシアとの北方領土問題も暗礁に乗り上げている。 

 

 出す必要のない談話に労力を費やしたあげく、戦争の惨禍を体験した日本国民や近隣諸

国民が高齢化するなかで解決が急がれる問題は足踏みが続く。 

 

 いったい何のための、誰のための政治なのか。本末転倒も極まれりである。 

 

 その責めは、首相自身が負わねばならない。 

 

戦後７０年談話 歴史の教訓胸に未来を拓こう 

  

読売新聞 2015 年 08 月 15 日 

  

 ◆反省とお詫びの気持ち示した◆ 

     

 先の大戦への反省を踏まえつつ、新たな日本の針路を明確に示したと前向きに評価でき

よう。 

 

 戦後７０年の安倍首相談話が閣議決定された。 

 

 談話は、日本の行動を世界に発信する重要な意味を持つ。未来を語るうえで、歴史認識

をきちんと提示することが、日本への国際社会の信頼と期待を高める。 

 

 首相談話には、キーワードである「侵略」が明記された。 

 

 ◆「侵略」明確化は妥当だ 

 

 「事変、侵略、戦争。いかなる武力の威嚇や行使も、国際紛争を解決する手段としては、

もう二度と用いてはならない」との表現である。「先の大戦への深い悔悟の念と共に、我が

国は、そう誓った」とも記している。 

 

 首相が「侵略」を明確に認めたのは重要である。戦後５０年の村山談話、戦後６０年の

小泉談話の見解を引き継いだものだ。 

 

 １９３１年の満州事変以後の旧日本軍の行動は侵略そのものである。自衛以外の戦争を

禁じた２８年の不戦条約にも違反する。 

 

 特に、３１年１０月の関東軍による中国東北部・錦州攻撃は、民間人に対する無差別・

無警告の空爆であり、ハーグ陸戦規則に反する。空爆は、上海、南京、重慶へと対象を拡

大し、非戦闘員の死者を飛躍的に増大させた。 



 

 一部の軍人の独走を許し、悲惨な戦争の発端を日本が作ったことを忘れてはなるまい。 

 

 首相は記者会見で、「政治は歴史に謙虚でなければならない。政治的、外交的意図によっ

て歴史が歪ゆがめられるようなことは決してあってはならない」と語った。 

 

 的を射た発言である。 

 

 「侵略」の客観的事実を認めることは、自虐史観ではないし、日本を貶おとしめること

にもならない。むしろ国際社会の信頼を高め、「歴史修正主義」といった一部の疑念を晴ら

すことにもなろう。 

 

 談話では、「植民地支配」について、「永遠に訣別けつべつし、すべての民族の自決の権

利が尊重される世界にしなければならない」という表現で触れた。 

 

 談話は、国内外で犠牲になった人々に対し、「深く頭こうべを垂れ、痛惜の念を表すとと

もに、永劫えいごうの、哀悼の誠を捧ささげる」と記した。 

 

 ドイツ首脳の言葉を一部踏襲したもので、村山談話などの「お詫わび」に相当する表現

だ。首相の真剣な気持ちが十分に伝わる。 

 

 談話は、日本が先の大戦について「痛切な反省と心からのお詫びの気持ちを表明してき

た」として、村山談話などの見解に改めて言及した。さらに、「こうした歴代内閣の立場は、

今後も、揺るぎないもの」と明記している。 

 

 ◆女性の人権を尊重せよ 

 

 今回の表現では納得しない一部の近隣諸国もあろう。それでも、反省やお詫びに触れな

くていい、ということにはなるまい。 

 

 欧米諸国を含む国際社会全体に向けて、現在の日本の考え方を発信し、理解を広げるこ

とこそが大切な作業である。 

 

 その意味で、安倍談話が、戦後の日本に手を差し伸べた欧米や中国などに対する感謝の

念を表明したことは妥当だろう。 

 

 「戦時下、多くの女性たちの尊厳や名誉が深く傷つけられた過去を、この胸に刻み続け

る」との表現は、慰安婦を念頭に置いたもので、韓国への配慮だ。 

 

 談話が表明したように、「２１世紀こそ、女性の人権が傷つけられることのない世紀とす

るため、世界をリードする」ことが、今、日本に求められている。 

 

 談話は、戦争とは何の関わりのない世代に「謝罪を続ける宿命を背負わせてはならない」



とも強調している。 

 

 この問題に一定の区切りをつけて、子々孫々にまで謝罪行為を強いられないようにする

ことが大切である。中国や韓国にも、理解と自制を求めたい。 

 

 ◆次世代の謝罪避けたい 

 

 首相は記者会見で、談話について「できるだけ多くの国民と共有できることを心掛けた」

と語った。歴史認識を巡る様々な考えは、今回の談話で国内的にはかなり整理、集約でき

たと言えよう。 

 

 談話は、日本が今後進む方向性に関して、「国際秩序への挑戦者となってしまった過去」

を胸に刻みつつ、自由、民主主義、人権といった価値を揺るぎないものとして堅持する、

と誓った。 

 

 「積極的平和主義」を掲げ、世界の平和と繁栄に貢献することが欠かせない。こうした

日本の姿勢は、欧米や東南アジアの諸国から幅広く支持されている。 

 

 「歴史の声」に耳を傾けつつ、日本の将来を切り拓ひらきたい。 

 

社説：戦後７０年談話 歴史の修正から決別を 

 

毎日新聞 2015 年 08 月 15 日 

    

 日本を滅亡の際に追いやり、アジア諸国でおびただしい数の人命を奪った戦争の終結か

ら７０年を迎えた。 

     

     安倍晋三首相はきのう、戦後７０年談話を閣議決定し、発表した。 

 

 歴史の節目にあたって、国政の最高責任者の発する言葉が担う責務とは何であろうか。

私たちは、近現代史について国民の共通理解を促し、かつ、いまだに道半ばである近隣国

との和解に資することだと考える。 

 

 安倍首相は「深い悔悟の念」や「断腸の念」を談話に盛り込んだ。だが、その歴史認識

や和解への意欲は、必ずしも十分だとは言えない。 

 

 ◇曖昧さ残した「侵略」 

 

 談話は、満州事変と国際連盟からの脱退を挙げ、日本が「進むべき針路を誤った」との

認識を示した。記述の有無が焦点になっていた「侵略」については「事変、侵略、戦争」

と単語を羅列したものの、日本の行為かどうかの特定は避けた。 

 



 戦後５０年時に出された村山富市首相談話が「わが国は過去の一時期、国策を誤り」「植

民地支配と侵略」によってアジアに損害を与えたと明確に記したのとは対照的だ。 

 

 先にまとめられた有識者会議の報告書が「満州事変以後、大陸への侵略を拡大」したと

認定したのと比べても、表現が緩められている。 

 

 もう一つの焦点だった「痛切な反省と心からのおわび」は、過去に日本が行ってきた事

実として言及された。そのうえで首相は「歴代内閣の立場」を継承すると約束した。 

 

 全体に村山談話の骨格をオブラートに包んだような表現になっているのは、首相が自ら

の支持基盤である右派勢力に配慮しつつ、米国や中国などの批判を招かないよう修辞に工

夫を凝らしたためであろう。 

 

 しかし、その結果として、安倍談話は、誰に向けて、何を目指して出されたのか、その

性格が不明確になった。歴代内閣の取り組みを引用しての「半身の言葉」では、メッセー

ジ力も乏しい。 

 

 村山談話は、日本が担うべき道義的責任を包括的に表明したものだ。歴史認識の振れを

抑える目的と同時に、近隣諸国との長期的な和解政策の一つと位置づけられた。 

 

 当時、談話の作成にかかわった田中均元外務審議官は「私たちが最も大事だと考えたの

は、言葉のごまかしをしてはならないという点であった」と書き残している。 

 

 村山談話の論理は、１９９８年１０月の日韓共同宣言、１１月の日中共同宣言、２００

２年９月の日朝平壌宣言などに受け継がれた。談話は日本外交の資産であるとともに、日

本外交を拘束する力も持ってきた。 

 

 この村山談話に否定的な態度を示してきたのが安倍首相である。 

 

 村山談話に先立つ９５年６月、衆院本会議で戦後５０年決議が採択された際、当選１回

の若手だった安倍氏は内容に反発して欠席している。 

 

 また０５年８月、当時の小泉純一郎首相が村山談話を踏襲して戦後６０年談話を出した

際、自民党幹事長代理だった安倍氏は「村山談話のコピペ（複写と貼り付け）ではないか」

と周囲に不満を漏らしたという。 

 

 その後、首相に返り咲いてからも「全体として引き継ぐ」と曖昧な態度をとり続けた。

「侵略」「反省」「おわび」などの文言を引き継ぐかどうかを、必要以上に政治問題化させ

た責任は首相自身にある。 

 

 ◇プラスに転化させよ 

 

 ただし、消極的ながらも安倍首相は村山談話の核心的なキーワードを自らの談話にちり



ばめた。「何の罪もない人々に、計り知れない損害と苦痛を与えた」と加害性も認めた。そ

の事実を戦後７０年の日本はプラスに転化させる必要がある。 

 

 すなわち、すでに定着した歴史の解釈に異を唱え、ストーリーを組み替えようとする歴

史修正主義からきっぱりと決別することだ。 

 

 歴史にはひだがあり、正邪の二分論で完全には割り切れないこともある。しかし、政治

指導者が痛切な反省を口にしても、政権党内部からそれを覆す発言が飛び出す、不毛な事

態には終止符を打つべきだ。 

 

 審議中の安全保障関連法案に国民が厳しく反応する要因の一つに、安倍首相を支える勢

力の戦前を肯定するかのような態度がある。大戦を侵略と認め、真摯（しんし）に反省す

るのをためらってきた姿を見て、国民が法案に不安を抱くのは理解できる。 

 

 通商国家である日本にとって、中国や韓国をはじめアジアとの友好的な関係は存立に必

須の条件だ。７０年談話も安保法制も、日本がアジアでどう生きていくのかという問いへ

の回答でなければならない。 

 

 戦後日本の骨格を作った吉田茂は「戦争に負けて外交で勝った歴史はある」との言葉を

残した。与えられた条件で国益を守ろうとした吉田のプラグマティズムだ。国家のメンツ

にこだわって大局を見失わないようにという戒めでもある。 

 

 節目を過ぎても、日本は引き続き和解への努力を続けなければならない。外交上のたし

なみを保ち、道義的な責任から目を背けないことが、いずれはアジアの平和に寄与する。 

 

 歴史をめぐって、とげとげしい言葉が飛び交うような環境から脱却することは、とりも

なおさず日本の利益になる。 

 

70 年談話を踏まえ何をするかだ 

日経新聞 2015/8/15 

 

 「歴代内閣の立場は今後も揺るぎない」。安倍晋三首相が戦後 70 年談話でこうした考え

を明確にした。戦後 50 年の村山談話を大きく書き改める談話になるとの見方もあった。

おおむね常識的な内容に落ち着いたことを評価したい。 

 

 談話作成の過程で注目されたのは、村山談話にある「侵略」「植民地支配」「痛切な反省」

「心からのおわび」の４つのキーワードの有無だった。安倍首相が「侵略の定義は定まっ

ていない」として戦前日本の行いが侵略かどうかについて明言を避けてきたからだ。 

 

キーワード盛り込む 

 

 「事変、侵略、戦争。いかなる武力の威嚇や行使も、国際紛争を解決する手段としては、



もう二度と用いてはならない」。安倍談話は 1931 年の満州事変以降の日本が「世界の大勢

を見失って」「進むべき針路を誤り、戦争への道を進んでいった」と断定した。「戦争の苦

痛をなめ尽くした中国人」など、中国の国民にじかに語りかけたかのような記述もあった。 

 

 韓国を念頭に置いた部分は少ないが、「植民地支配から永遠に決別」すると誓い、戦地で

の女性の被害にも言及した。 

 

 村山談話の「遠くない過去の一時期、国策を誤り……」という表現と比べて、何を反省

すべきかをはっきりさせたのはよいことだ。憲法９条を引用したような言い回しは憲法改

正論議にも影響を与えよう。 

 

 安倍首相は「戦後レジームからの脱却」を掲げ、村山談話や従軍慰安婦に関する河野談

話に否定的な発言を過去にしてきた。 

 

 だが、昨年取り組んだ河野談話の検証は中身を全否定することにはならなかった。今回

の安倍談話も村山談話と基本線は同じだ。 

 

 「できるだけ多くの国民と共有できる談話づくりを心がけた」。首相は記者会見でこう語

った。今回の談話づくりでは閣議決定せずに安倍首相の個人的な見解の形で表明すること

が検討された。閣議決定のあるなしのニュアンスの違いなどは政権の内部でしか通用しな

い話だ。きちんと公明党と与党内調整を行い、閣議決定したのは当然である。 

 

 談話を発表し終えたから、これで一件落着ではない。大事なのは談話を踏まえ、これか

ら何をするかだ。安倍首相は歴史の細部にこだわるのではなく、どうすれば未来志向の外

交関係を築けるかに傾注してもらいたい。 

 

 ４月のインドネシアでの日中首脳会談で中国の習近平国家主席は「歴史を直視する積極

姿勢を発信してほしい」と注文を付けた。中国は９月３日、北京での軍事パレードなど「抗

日戦争勝利 70 年」の記念行事を予定する。中国にとって特別な年である点も踏まえた日

本へのけん制だった。 

 

 安倍首相の談話に対し、中国内からは批判的な見方も出ている。 

 

 とはいえ、キーワードがすべて盛り込まれたことで、中国政府は「主張が一定の範囲で

取り入れられた」と自国民に説明できるのではないか。 

 

 ３年もの長い間、停滞した日中関係は昨年 11 月以来、２回の首脳会談を経て、交流拡

大に動き出している。特に４月のインドネシアでの会談では、習主席が首相に９月訪中を

直接、招請した。 

 

未来志向の外交を 

 

 軍事パレード参観は難しいにしても、首相は時機をはかって中国を訪れ、談話の中身を



直接、丁寧に説明すべきだ。あわせて、談話でも意識したように、中国の一般民衆に向け

たメッセージを現地で発信するのが望ましい。これを未来志向の新しい日中関係の礎にす

べきだろう。 

 

 韓国ではメディアが安倍談話を早速批判した。日韓の和解は容易ではないが、今年は国

交正常化 50 年という節目の年でもある。日韓はともに米国の同盟国で、主要な貿易相手

国でもある。安全保障や防衛、経済で協力する余地はいくらでもある。日韓双方が未来に

向けた善隣協力を進めるときだ。 

 

 いまだ実現していない日韓首脳会談を早期に実現させる必要がある。朴槿恵（パク・ク

ネ）大統領に安倍政権の歴史認識への疑念があるのなら直接ただし、互いの信頼を築いて

いく道もある。 

 

 「できるだけ多くの国民と共有できる」というフレーズは 70 年談話にだけ当てはまる

ことではない。安全保障関連法案への国民の理解はなぜ広がらないのか。安倍首相はこの

機会にそうしたことにも思いを広げてほしい。 

 

 首相は日本という国を代表する立場にある。国民の多数の意見を幅広くくみ取って政権

運営に努めねばならない。 

 

戦後７０年談話 世界貢献こそ日本の道だ 謝罪外

交の連鎖を断ち切れ 

産/経新聞   

 

 ７０回の終戦の日を前に、安倍晋三首相が戦後談話（安倍談話）を発表した。 

 

 先の大戦の歴史をめぐり、日本が進むべき針路を誤ったとの見方と、おわびや深い悔悟

の念を示した。そのうえで、戦後生まれの世代に「謝罪を続ける宿命」を背負わせてはな

らないと述べた。 

 

 戦後生まれの国民は人口の８割を超える。過去の歴史を忘れてはならないとしても、謝

罪を強いられ続けるべきではないとの考えを示したのは妥当である。 

 

 首相は平和国家として歩んだ戦後に誇りを持ち、世界の平和と繁栄にこれまで以上に貢

献していく決意を披瀝（ひれき）した。 

 

 《積極的平和主義を貫け》 

 

 未来志向に基調を置く談話を目指したのは当然である。首相は会見で「歴史の教訓をく

みとり、目指すべき道を展望したい」と語った。平和を実現する責任をいかに実践してい

くかが、これからの日本の大きな課題となった。 



 

 「繁栄こそ平和の礎」であると談話は強調し、自由、公正で開かれた国際経済システム

の発展と途上国支援の強化を挙げた。自由と民主主義、人権といった基本的価値を共有す

る国々と力を合わせ、「積極的平和主義」の旗を掲げるという。 

 

戦後の日本は、西側の国際秩序と日米同盟による安全保障の下で経済力を培い、途上国へ

の政府開発援助（ＯＤＡ）など経済協力によって国際秩序を支えてきた。 

 

 現在は米国の力が相対的に衰退する一方、中国、ロシアという国際ルールを軽んじ「力

による現状変更」を目指す国が台頭した。 

 

 そうした国際情勢の下で、談話が日本を国際秩序の守り手と位置づけたのは当然のこと

だ。それには、安全保障面での協力を充実することも欠かせない。新たな安全保障法制の

実現も、その努力の一環といえる。 

 

 一方で談話は、先の大戦について「痛切な反省とおわびの気持ちを表明してきた」歴代

内閣の立場について「今後も、揺るぎないもの」とし、村山富市首相談話などを引き継ぐ

姿勢を示した。 

 

 村山談話は、過去の歴史を一方的に断罪し、度重なる謝罪や決着済みの補償請求の要因

となるなど国益を損なってきた。 

 

 首相はもともと、村山談話の問題点を指摘し、修正を志向していた。会見で「政治は歴

史に対して謙虚であるべきだ」と述べたのは、村山談話に向けるべき言葉だったのではな

いか。 

 

談話の内容をめぐり、公明党など与党内にも村山談話を重視すべきだとの声があった。平

成１０年の日中共同宣言には村山談話が明記されるなど、首相の選択肢が狭められていた

側面もある。 

 

 首相は「国際紛争を解決する手段としては、もう二度と用いてはならない」と日本が誓

ったこととして、「事変」「戦争」とともに、「侵略」を挙げた。 

 

 《「歴史戦」に備える時だ》 

 

 首相は侵略について、具体的な定義は歴史家に委ねるとしつつ、全体としてはこれらを

認め、おわびに言及した。 

 

 重要なのは、この談話を機会に謝罪外交を断ち切ることだ。 

 

 「国際政治と謝罪のリスク」の論文もある米ダートマスカレッジのジェニファー・リン

ド准教授は「謝罪は和解の前提ではない」との指摘を重ねてきた。 

 



 歴史で政府が謝罪すれば国内に反発が生じ、改めて相手国の不信を高める。結果として、

より大きなマイナスをもたらす。まさに日本の謝罪外交の構図である。 

 

 中国、韓国は今後、歴史問題をカードにすることをやめるべきだ。談話の表現を材料と

して、日本をおとしめ、いっそうの謝罪など不当な要求は許されないし、応じられない。 

 

中韓は７０年の節目に日本の戦争責任などを追及する歴史戦を展開してきた。曲解に基づ

く攻撃もためらわない。 

 

 政府は、反論と史実の発信を止めてはならない。 

 

 終戦の日、追悼とともに問われるのは、祖国や家族を守ろうと戦地に散った人々に、今

を生きる日本人が何を約すかだろう。 

 

 戦争の惨禍を繰り返さないとの祈りにとどまらない。国民の生命と国家の名誉が損なわ

れないよう努める覚悟が欠かせない。 

 

 国民を萎縮させる謝罪外交に終止符を打つことに、首相は重い責任を負った。 

 

戦後７０年首相談話 真の和解とするために 

   

東京新聞 2015 年 8 月 15 日 

 

 戦後日本の平和と繁栄は、国内外での膨大な尊い犠牲の上に、先人たちの努力で勝ち得

てきたものだ。戦後七十年の節目に、あらためて胸に刻みたい。 

 

 

 安倍晋三首相はきのう戦後七十年の首相談話を閣議決定し、自ら記者会見で発表した。 

 

 戦後五十年の一九九五年の終戦記念日には村山富市首相が、六十年の二〇〇五年には小

泉純一郎首相が談話を発表している。 

 

 その根幹部分は「植民地支配と侵略」により、とりわけアジア諸国の人々に多くの損害

と苦痛を与えた歴史の事実を謙虚に受け止め「痛切な反省と心からのお詫（わ）びの気持

ち」を表明したことにある。 

 

◆村山、小泉談話は継承 

 

 安倍首相はこれまで、歴代内閣の立場を「全体として引き継ぐ」とは言いながらも、「今

まで重ねてきた文言を使うかどうかではなく、安倍政権としてどう考えているのかという

観点で出したい」と述べるなど、そのまま盛り込むことには否定的だった。 

 



 戦後七十年の「安倍談話」で、「村山談話」「小泉談話」の立場はどこまで引き継がれた

のか。 

 

 安倍談話は「わが国は、先の大戦における行いについて、繰り返し、痛切な反省と心か

らのお詫びの気持ちを表明してきた」として村山、小泉談話に言及し、「こうした歴代内閣

の立場は、今後も、揺るぎないものだ」と受け継ぐことを言明した。 

 

 この部分は評価するが、気になるのは個々の文言の使い方だ。 

 

 首相が、七十年談話を出すに当たって参考となる意見を求めた有識者会議「二十一世紀

構想懇談会」の報告書は「満州事変以後、大陸への侵略を拡大」と具体的に言及したが、

安倍談話では「事変、侵略、戦争。いかなる武力の威嚇や行使も、国際紛争を解決する手

段としては、もう二度と用いてはならない」という部分だけだ。 

 

◆侵略主体、明確でなく 

 

 この表現だと、侵略の主体が日本なのか、国際社会一般のことなのか、明確にはなるま

い。 

 

 一九三一年の満州事変以降の日本の行為は明らかに侵略である。自衛以外の戦争を禁止

した二八年の不戦条約にも違反する。アジア解放のための戦争だったという主張も受け入

れがたい。 

 

 安倍首相が、有識者による報告書のようにかつての日本の行為を「侵略」と考えている

のなら、一般化したと受け取られるような表現は避け、日本の行為と明確に位置付けるべ

きではなかったか。 

 

 「植民地」という文言も、談話には六カ所出てくるが、いずれも欧州列強による広大な

植民地が広がっていたという歴史的事実を述べる文脈だ。 

 

 「植民地支配から永遠に訣別（けつべつ）し、すべての民族の自決の権利が尊重される

世界にしなければならない」との決意は当然としても、日本による植民地支配に対する反

省とお詫びを表明したとは、受け取りがたい。 

 

 特に、日韓併合の契機となった日露戦争について「植民地支配のもとにあった、多くの

アジアやアフリカの人々を勇気づけた」と意義を強調したのは、朝鮮半島の人々への配慮

を欠くのではないか。 

 

 いわゆる従軍慰安婦については「二十世紀において、戦時下、多くの女性たちの尊厳や

名誉が深く傷つけられた過去を、この胸に刻み続ける」と言及し、「二十一世紀こそ、女性

の人権が傷つけられることのない世紀とするため、世界をリードしていく」と述べた。 

 

 その決意は妥当だが、日韓関係改善を妨げている従軍慰安婦問題の解決に向けて問われ



るのは、今後の具体的な取り組みだろう。 

 

 安倍談話は「七十年間に及ぶ平和国家としての歩みに、私たちは静かな誇りを抱きなが

ら、この不動の方針を、これからも貫いてまいります」と表明した。 

 

 その決意に異議はない。 

 

 戦後日本は新憲法の下、平和国家として歩み続け、非軍事面での国際貢献で国際的な信

頼を勝ち得てきた。先人たちの先見の明と努力は今を生きる私たちの誇りだ。 

 

◆負の歴史に向き合う 

 

 将来にわたって、過去と同じ轍（てつ）を踏まないためには、侵略や植民地支配という

「負の歴史」とも謙虚に向き合って反省し、詫びるべきは詫びる勇気である。 

 

 戦争とは何ら関わりのない将来世代に謝罪を続ける宿命を負わせないためには、聞く者

の心に響くような言葉で語る必要がある。それが戦後七十年を生きる私たち世代の責任で

はないのか。 

 

 安倍談話が国内外で評価され、近隣諸国との真の和解に資するのか否か、引き続き見守

る必要はあろうが、負の歴史とも謙虚に向き合い、平和国家としての歩みを止めないのは、

私たち自身の決意である。戦後七十年の節目に、あらためて誓いたい。 

 

「安倍７０年談話」 

過ち認めぬ首相に未来託せず 

 

しんぶん赤旗 2015 年 8 月 15 日(土) 

  

 アジア・太平洋戦争終結７０年に際して、安倍晋三内閣が「戦後７０年談話」を閣議決

定しました。日本が過去に侵略や植民地支配を行ったことを認めようとせず、それに対す

る「反省」「お詫（わ）び」も自らの認識として示すことはありませんでした。「植民地支

配と侵略」を明確に認めた「戦後５０年の村山談話」の立場を実質的に放棄する重大な逆

行です。そのうえ首相は「積極的平和主義」をうたい文句に「戦争する国」づくり推進の

決意まで示しました。過去の戦争の過ちを直視せず、戦後の歩みの転換を狙った「安倍談

話」は、国民の願いに真っ向から反します。 

 

借り物の言葉で飾っても 

 

 「安倍談話」は、「侵略」や「植民地支配」は言葉としてはあるものの、日本の過去の行

為に対する歴史認識としては使っていません。「痛切な反省とお詫び」は、これまで歴代内

閣が繰り返し表明してきた、と事実を紹介するだけです。 



 

 安倍首相は、１９９５年に村山富市内閣が閣議決定した５０年談話を引き継いでいると

強調しますが、「村山談話」とは、まったく異質です。「村山談話」は、過去の日本の「植

民地支配と侵略」によりアジア諸国の人たちに多大の損害と苦痛を与えたことに「痛切な

反省」と「心からのお詫び」を率直に表明したものです。この立場は、小泉純一郎内閣の

戦後６０年談話にも引き継がれ、政府の見解として諸外国にも一定受け入れられ、２０年

にわたり定着してきたものです。この立場を事実上捨て去った「安倍談話」は、日本政府

の過去の戦争への基本的な姿勢を根本から疑わせ、国際的な信頼も失墜させる、きわめて

有害なメッセージです。 

 

 「戦後レジームからの脱却」が信条の安倍首相にとって「村山談話」をなきものにする

ことは、靖国神社参拝と並ぶ“悲願”でした｡安倍首相は、「村山談話」を「全体として引

き継ぐ」と述べる一方で、「侵略」「植民地支配」「反省」「お詫び」などの言葉を「安倍談

話」に使うこと自体に否定的考えを繰り返したため、国内だけでなく国外からも立場の違

いを超えた強い懸念と警戒の声が広がる、かつてない事態となっていました。 

 

 「安倍談話」で「侵略」「お詫び」などというキーワードを形式的に書き込まざるをえな

かったのは安倍首相の反動的野望が思惑通りにいかない矛盾の反映ですが、記者会見で「ど

の行為が侵略にあたるか否かについては歴史家の議論にゆだねるべきである」と述べるな

ど無責任きわまる姿勢です。 

 

 「安倍談話」で強調する「積極的平和主義」は、日本を「海外で戦争する国」につくり

かえる策動と一体です。自衛隊をアメリカの戦争に参戦させる戦争法案を強行し、日本を

「殺し殺される」国に逆戻りさせることの、どこが「不戦の誓い」なのか。安倍政権に日

本の未来は絶対に託せません。 

 

歴史の逆流を許さない 

 

 ７０年前、二度と戦争をしないと誓った日本国民の痛切な思いが凝縮されたのが憲法９

条です。同時に、９条はアジアと世界に向けた不戦の公約でもあります。憲法９条を破壊

する戦争法案の強行は、国民世論だけでなく、世界の平和の流れに反するものであること

は明白です。安倍政権の反動的な逆流を大本から断ち切るたたかいがいよいよ重要となっ

ています。 

 


